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研究成果の概要（和文）：コールセンター従業員に対するアンケート調査を実施し、その分析を

通して人事管理上の課題を解明した。職場定着志向が低く、これが高い離職率につながってい

ること、その背景に給与への不満があることが明らかとなった。 

 
研究成果の概要（英文）：The project focused on problems at call centers in Japan using 

questionnaire surveys to employees. The surveys revealed low attachment to current 

workplace induced by dissatisfaction on wage level. 
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１．研究開始当初の背景 

（１）1990 年代に急激に増大したコールセ
ンターの雇用実態については、調査研究が遅
れており、基礎的なデータも整備されていな
かった。 

（２）2006 年度に、代表者らが電気通信普
及財団の助成を受けて国際比較プロジェク
ト（グローバル・コールセンター・プロジェ
クト）の調査票に基づく事業所調査を実施し、
はじめて信頼しうるデータが得られ、また、
多数の非正規雇用者を抱える雇用実態があ
る程度明らかになった。 

（３）だが、コールセンター従業員の意識や
行動については、事業所調査では明らかにで
きないので、依然として未解明の状況にあっ

た。 

２．研究の目的 

この調査研究の目的は、コールセンター従業
員アンケート調査を実施し、その職歴や仕事
内容、教育訓練の実態や労働条件、就業意識
や希望などを調べ、定着率の向上や、仕事満
足度の向上などに影響する要因を明らかに
して、人事管理施策改善の手掛かりを得るこ
とである。 

３．研究の方法 

（１）従業員アンケート調査を実施する。 
（２）その際コールセンターの国際的広がり
と、課題の共通性から、国際比較研究を行う
ことが必要であり、共通の設問項目により複
数の国で調査を実施する。 
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４．研究成果 
（１）事業所を通ずる方法と、インテージ社
のモニターを対象とするネット調査の 2つの
方法でアンケート調査を実施した。事業所を
通ずる調査では、３社５事業所、５９５サン
プルを回収した。ここでは、規模が大きく、
全従業員を対象として調査を実施できた A社
の２事業所から得た４３６のデータについ
てネット調査を対比しつつ分析する。ネット
調査では、４７８サンプルを回収した。合計
で、１０７３のコールセンター従業員から回
答を得ることができた。 
（２）コールセンター従業員調査を補足する
ために、コールセンター勤務経験者調査をネ
ット調査で実施した。インテージ社のモニタ
ーに対する調査で、1123人の経験者から回答
を得て、コールセンター勤務経験がその後の
キャリアにどのような影響を与えているか
についてのデータを収集した。 
（３）従業員アンケート調査については、国
際比較調査のために、日、仏、独の 3 か国の
研究者が参加して、調査票を設計した。この
うち、仏については、ほぼ同時期に調査を実
施し、839 人のコールセンター従業員から回
答を得ることができた。独については、調査
を実施すべく企画を立てているが、現在まで
のところ調査を実施できていない。 
（４）ネット調査では、勤務先企業の名寄せ
は実施していないが、全国データであり、特
定企業に偏在しているとは考えられない。勤
務先コールセンターの規模をみても、99 人以
下が４５．８％を占めているから、回答者の
勤務先は多くの事業所にばらついていると
考えてよい。そこで、このネット調査４７８
サンプルの分析を基本とし、これに大規模コ
ールセンターを 2か所経営する金融保険系イ
ンハウスコールセンターの A社の調査結果を
比較対象として利用することにより、立体的
な把握が可能となる。 
（５）2006年に実施した事業所を対象とする
調査では、リストアップの限界から、比較的
目につきやすい、大規模な専業的センターが
対象に多く含まれることになったと考えら
れる。回答 154センターに働く顧客接点スタ
ッフ（オペレーター等）12388 人のうち、ア
ウトソーサーと呼ばれるコールセンター業
務受託事業者が 8327 人と６７．２％を占め
ていた。小規模センターが多い一般企業のセ
ンター（インハウスと呼ばれる）のうち、従
業員数 50 人未満のセンターに働く顧客接点
スタッフは、1072 人で８．５％にとどまる。
それに対して、今回のネット調査では、50人
未満のセンターで働く人が３４．１％に上る。
ネット調査という調査方法の利点により、小
規模なインハウス・センターで働く従業員が
拾い出されていることがわかる。 
（６）他方、ネット調査という調査方法の欠

点もあると考えられる。インターネットを利
用したオンライン調査であることから、ネッ
ト環境を自宅にもち、パソコンを通じたネッ
トコミュニケーションに慣れた層がモニタ
ーとして登録している可能性が高い。一般に、
コールセンター従業員は、職場でネット端末
を使用することが多く、操作に比較的習熟し
ているが、比較的単純なオペレーター業務を
担当する有期契約のパートタイマー層、とく
に女性がモニター登録対象から欠落する可
能性が高い。回答者に占める女性の割合は、
６０．７％である。典型的な大規模専業コー
ルセンターではこの比率は８０％を超える
のが常識である。事例調査の A社では、女性
比率が７７．３％に上っている。これは、回
答者に占めるスーパバイザー・チームリーダ
ーの占める割合が２９．５％に上っている点
にも表れている。事業所調査の結果から考え
て、コールセンターの従業員に占めるスーパ
バイザー・チームリーダーが 3割に達すると
は考えにくい。確かに、小規模センターでは、
規模の利益を享受できないことから監督者
の割合が高くなると考えられるが、それにし
てもこの割合は高い。スーパバイザー・チー
ムリーダーがより多くモニターとして登録
されている結果であると推測できる。 
（６）本ネット調査回答者における正社員比
率は、３４．９％に上ったが、これは、2006
年調査の 154事業所全体の顧客接点スタッフ
およびチームリーダー・スーパバイザー
14276 人に占める正社員比率９．３％より大
幅に高い。これは、上記（４）の要因によっ
て正社員比率の高い小規模インハウスセン
ター勤務者が多く含まれていること、および
上記（３）により、比較的簡単な仕事を担当
しているパートタイマー層の相当部分が欠
落していることに強く影響を受けているも
のと思われる。分析にあたっては、そうした
サンプルの特性に十分配慮した解釈を行う
ことが必要である。 
（７）正社員以外では、有期契約社員が２９．
３％、派遣社員が３５．８％と、非正規社員
に占める派遣の割合が高い。2006 年調査では、
有期契約社員の割合が高かった。これは、上
記（４）の要因から、派遣依存度が高いイン
ハウスのセンター勤務者が多くなっている
こと、上記（５）から、有期契約パート社員
が対象から落ちていること、などによるもの
と考えられる。 
（８）本調査の主要な問題関心の一つは、コ
ールセンターにおける従業員の定着率の低
さである。定着率が低いことは、募集・採用
コストがかさむことを意味するが、それだけ
でなく、人的資源管理の観点からすると、な
んらかの人事・処遇上の問題が存在している
ために、従業員が早期に離職してしまう結果
になっていると解されるから、それへの対処



が重要な経営課題となる。そこで、定着率に
直接影響すると考えられる就業継続意志を
問う設問を入れたが、それへの回答をみると、
今の職場に働き続ける意思を示したのは、３
２．０％にとどまる。近い将来移動する意思
を明確にした者は１４．０％だが、当面は働
き続け、将来他の職場に移動すると回答した
者が５４．０％であった。正社員が比較的多
いネット調査のサンプルで、定着志向が 3人
に１人というのは、低いと言えよう。雇用形
態別にみると、最も定着志向が低いのは当然
ながら派遣社員で、２４．０％、有期規約社
員が３２．９％、そして正社員で３９．５％
となっている。正社員でもっとも定着志向が
高いが、スーパバイザー・チームリーダーも
含む正社員の定着志向が４割程度というの
は、これらの社員が企業の立場からすれば、
中核社員として長期勤続を期待していると
想定されることからすると、低いと言わざる
をえない。 
（９）もちろん、企業の人事管理・経営方針
いかんによって、このような従業員の態度は
変わりうる。事例調査 A社では、働き続ける
とする者が７４．１％とほぼ４人に３人の割
合となっている。雇用形態別にみると、意外
なことに派遣社員の定着志向が最も高い（８
０．５％）、有期契約社員のそれがやや低く
５９．６％、正社員の場合７１．１％である。
派遣社員の定着志向がこの企業でとくに高
いのは、この雇用形態にパートタイマーが多
く含まれ、そのなかに近隣に居住する女性既
婚者層が多く含まれているために、この職場
がとくに魅力的になるという事情があると
考えられる。また、この企業では、有期契約
社員のなかに学生アルバイトが一定数含ま
れているため、有期契約社員の定着志向が他
の雇用形態の者よりも低くなることは当然
と言える。 
（１０）ネット調査における職場定着志向の
低さの背景には、コールセンターの仕事その
ものの魅力の低さがあるかもしれない。対人
ストレスが大きいにも関わらず、給与水準が
決して高いとは言えず、また正社員として定
着していく機会も低いという一般的状況が
あるから、現在従事しているコールセンター
の仕事そのものが暫定的なもので、いずれは、
他の仕事に転換しようと考えていたとして
も不思議ではない。この点を別の設問で聞い
てみた。今後コールセンターの仕事を継続す
る意思があるかどうかを尋ねると、継続する
意思があるとする者は、３８．３％、その意
思がないとするものが１９．５％であった。
それに対して、条件が改善されれば続けても
よいという条件付き継続意志を表明した者
が４２．３％に達する。この選択肢を選んだ
者のうち、給与の改善を求めるものが６７．
３％、仕事内容の改善を求めるものが１９．

３％となっている。コールセンターの離職率
が高く、人材確保に困難をきたしているのは、
その仕事が長期にわたって継続困難なほど
ストレスが大きいとか、まったく魅力にかけ
た仕事であるという俗説はここでは説得的
でなく、労働条件の改善が急務という人事管
理の常道にたって解決可能な問題であるこ
とが示唆されたと言ってよい。 
（１１）こうした定着志向のあり方に影響を
及ぼす重要な要因として、仕事への満足度が
ある。本調査では、仕事への満足度、給与満
足度、人間関係満足度、そしてそれらを総合
した総合満足度に関する設問を行った。ネッ
ト調査では、仕事満足度については、満足、
あるいは、まあ満足とするもののほうが多く
６１．７％に達する。これに対して不満、や
や不満とする者は３８．３％である。雇用形
態による差はあまりない。満足・まあ満足の
割合は、派遣社員で６０．２％、有期契約社
員で６７．９％、正社員で５８．１％である。
この結果だけからすると、満足している者の
ほうが多いのだから、定着志向がもっと高く
なってよいように思える。 
（１２）だが、満足度の低い項目もある。そ
れは、給与である。給与について満足・まあ
満足とする者の割合は、４０．８％で、不満・
やや不満の割合が５９．２％と満足派と不満
派の割合が逆転する。もちろん、一般的に給
与についての設問への回答はネガティブに
表れることが多い。高給取りでも、その給与
に満足せず、もっと欲しい、あるいは自分の
値打ちはもっと高いはずだと考える傾向が
あるからである。しかし、他の項目の満足度
が比較的高いことから考えると、定着志向に
最も強い影響を与えているのは、給与満足度
（その低さ）だと解することができそうであ
る。 
（１３）ところで、雇用形態別に給与満足派
の割合をみると、派遣社員４６．８％、有期
契約社員４０．７％、正社員３４．７％とな
っている。本来、給与が最も高いはずの正社
員でもっとも不満派の割合が高いことにな
る。給与だけでなく、上記（１１）よれば、
仕事満足度も正社員でやや低い。これは、そ
の仕事がより責任が重く、難易度も高い仕事
が多いと考えられるだけに、一層疑問を感じ
させる結果である。コールセンターにおいて
一般に想定されるように非正規雇用の人々
の処遇に関する不満が表面化しているとい
うよりは、相対的に優遇されているはずの正
社員の不満が高い。これは何を意味している
のだろうか。 
（１４）ここで確認のために、実際の給与水
準をみてみよう。本調査では、年収を１００
万円未満、１００万円以上１３０万円未満、
１３０万円以上２００万円未満、２００万円
以上３００万円未満、３００万円以上４００



万円未満、４００万円以上５００万円未満、
５００万円以上の各カテゴリーに分けて聞
いた。雇用形態別にみると、およそ常識的な
結果があらわれた。３００万円以上の者の割
合をとると、派遣社員では２１．１％、有期
契約社員では２３．７％なのに、正社員では
７１．８％に達する。 
（１５）給与満足度は、実際の給与だけでな
く、給与への期待によっても左右される。正
社員では、期待よりも支給される給与が低い
ために満足度が低くあらわれるのだと考え
られる。期待を左右する要因の一つは学歴で
ある。雇用形態別にネット調査結果の学歴構
成をみると、大卒比率が高いのは正社員であ
る（４４．３％）。派遣社員では２５．７％、
有期契約社員では３２．１％だから、正社員
では高学歴者の割合が高い。逆に、高卒者の
比率をみると、正社員では２５．１％なのに、
派遣社員では３５．７％、有期契約社員では
２９．３％である。 
 しかし、学歴別の期待給与水準の違いだけ
で本調査の正社員の不満度を説明するのは
むつかしいように思われる。 
（１６）A 社の事例に立ち返ってみよう。こ
の事例は優良企業の事例といってよく、満足
度も概して高い。たとえば仕事満足をみると、
満足派の割合は、派遣で８４．８％、有期契
約社員で８８．５％、正社員で８４．２％に
上っている。また給与満足設問での満足派の
割合は、派遣で７３．９％、有期契約社員で
７８．８％、正社員で５１．３％となってい
る。こうした高い満足度が上記（９）に述べ
た高い定着志向に反映していると推測され
る。ただ、この事例においても、正社員の給
与満足度が最も低い、不満派とほとんど拮抗
している。A 社の正社員のうち年収３００万
円以上の者の割合は９２．１％に達している。
ネット調査結果とくらべればかなり高い水
準となっている。 
（１７）このように通常の格差問題をめぐる
議論の想定と異なり、コールセンターにおい
ては、もっぱら正社員と非正規社員の格差が
人事管理上の問題であるというよりは、正社
員の人事管理問題も重要課題となっている
と考えられる。どちらかといえば、非正規社
員に対して管理的立場にある正社員自身が
大きな不満をかかえ、ともすれば離職を考え
ているようでは、当該事業所の管理運営は問
題含みと言えよう。 
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